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研究成果の概要（和文）：　生涯学習としての「ESDのカリキュラム・教材化や教員養成の開発」の課題を明確化する
事を目的とし、本研究では、スウェーデンと日本におけるその課題を、「5つの視点の環境認識論的モデル」を通して
明らかにしている。研究方法は、エスノグラフィーにより、公共教育と非公共教育のデーターを収集した。データーは
、政策、教育、民間レベルで分析されており、統合モデルが示されている。最終的に、スウェーデンの事例は、政策レ
ベルにおいて、グローバルなアプローチによる”モデル”と”科学”、日本は、教育レベルにおいて、ローカルなアプ
ローチによる”実感”、”集団倫理”、民間レベルにおいては、両国とも”実践”が優位であった。

研究成果の概要（英文）： In order to discover the curriculum, material and teacher training of ESD for 
life-long learning, in this study, the subjects of ”curriculum, material and teacher training of ESD” 
in Sweden and Japan has been cleared thorough “Environmental epistemological model of 5 aspects” 
(Y.Asano. 2009). Ethnography has been taken as the research method and qualitative data are collected 
from formal education and informal education in Sweden and in Japan. The results of study has been 
analysed by focusing on political, educational and non-governmental level and showed integrated model. In 
conclusion, there are more advanced in global approach at political level in Swedish cases, especially on 
“Model” and “Science” activities and more advanced at educational level in local approach in Japanese 
cases, especially on “Sense” and “Group ethics” activities. At the same time, the both countries are 
very active at non-governmental level, especially on “Practice” activities.

研究分野：持続可能な開発の為の教育
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 今世紀に入り、2002 年、日本は、国連ヨハ
ネスブルグ地球環境会議において、日本政府
と NGO 団体が共同で、「持続可能な開発の為
の 10 年（DESD）」を宣言し、世界的なリーダ
ーシップを取った。その後、2008 年、「持続
可能な社会」を目指す宣言が日本政府から為
され、環境技術開発においても、世界的な先
駆性を発揮している。  
 一方で、中央集権型の環境政策体制が依然
としてあり、「持続可能な社会」への環境政
策および環境教育が自治体、企業、学校、NGO
団体任せになり、多様化、無秩序化している
問題点が指摘される。こうした中で、今後、
「持続可能な社会」を構築するに当たり、地
方分権型の環境政策およびそれに伴う「ESD
のカリキュラム・教材化および教員養成の開
発」の課題を明確化する必要がある。 
 本研究で比較対象とする、ESD 先進国であ
るスウェーデンでは、90 年代から地方分権型
の環境政策体制をとり、90年代の政治的背景
（アジェンダ 21 の採択、政府による「持続
可能な社会」への実現宣言）から、地方レベ
ルだけでなく国レベルで「持続可能な社会」
を目指し、自治体、企業、学校、NGO 団体が
連携して、その課題に取り組んでいる現状が
ある。つまり、各機関が連携して、「ESD のカ
リキュラム・教材化および教員養成の開発」
に取り組んでいる現状がある。そこで、ESD
先進国スウェーデンから、「ESD のカリキュラ
ム・教材化および教員養成の開発」を可能と
している環境政策および環境教育の歴史・文
化・環境的背景を探る意義は、深い。筆者は、
先行研究において、東アジア地域およびバル
ト海沿岸地域における「持続可能な社会」の
構築を目指す都市における環境教育の意義
を、特に市民参加という視点から、その習熟
度を評価した結果、バルト海沿岸地域におい
て、90 年代より盛んとなった地方自治体や
NGO 団体を主体とした環境政策と環境教育の
「ボトム・アップ」運動が、国レベルの「持
続可能な社会」の環境政策および環境教育の
“トップ・ダウン”運動を喚起している実態
があることを示唆した。また、「ESD のカリキ
ュラム・教材化および教員養成の開発」の課
題は、こうした運動があって初めて明確化す
る事も、明らかとなった。  
 従って、本研究では、両国の環境政策と環
境教育の歴史と現状を、主に、「ボトム・ア
ップ」と「トップ・ダウン」運動の観点から
比較検討し、最終的に、「ESD のカリキュラ
ム・教材化および教員養成の開発」の課題の
明確化を行う事とする。 
 
２．研究の目的 

 本研究では、生涯学習としての「ESD のカ
リキュラム・教材化や教員養成の開発」の課
題を明確化する事を目的とし、以下の課題に
取り組むことにしたい。研究目的を遂行する
為に、まずⅰ）環境政策と環境教育の連携が
あり、国・地方レベルの「トップ・ダウン」
と「ボトム・アップ」が機能しているスウェ
ーデン（ウプサラ市・リンショーピン市）と、
連携が十分でない為に、地方レベルの「ボト
ム・アップ」で終始しがちである日本（横浜
市・金山町）の現状を明らかにする。次に、 
ⅱ）両国の現状を、分析の指標＜5 つの視点
の環境認識論的モデル＞※を用いて、＜政策
レベル＞、＜教育レベル＞＜民間レベル＞に
分けて評価し、比較検討する。最終的に、ⅲ）
＜政策レベル＞からの「持続可能な社会」構
築のモデル化、と、＜教育レベル＞、＜民間
レベル＞からの「持続可能な社会」を目指す
「ESD のカリキュラム・教材化および教員養
成」の開発」の課題の明確化を行い、「持続
可能な社会」を目指す上で不可欠となる、環
境政策と環境教育の連携のあり方について、
提言する。 
 
※ ”実感”“モデル”“科学”“集団倫理”“実
践”を 5つの視点として、生涯学習としての
ESD の環境認識レベルを提示している。（浅野
由子:2009） 
 
３．研究の方法 
 文献研究とフィールド調査の往復運動を
調査方法の基本とする。フィールド調査は、
エスノグラフィー手法（インタビュー、参与
観察）とし、電子機器（IC、DV 機器）を利用
する。 
 
研究対象都市： 
スウェーデン 
事例 1）ウプサラ市/人口約 17 万人 
調査対象：ウプサラ市持続可能課、ウプサラ
大学教育学部、スウェーデン国際 ESD センタ
ー、持続可能な開発センター、ESD 関連の NGO 
事例 2)リンショーピン市/人口約 14 万人 
調査対象：リンショーピン市建築課、教育課、
リンショーピン大学教育学部、自然科学部、
ESD 関連の NGO 
日本 
事例 3)横浜市/人口約 350 万人 
調査対象：横浜市環境創造局、環境資源局、
横浜市立大学総合科学部、青正澄研究室、国
際協力機構（JICA）、地球環境戦略研究機関
（IGES）、ESD 関連の NGO 
事例 4)金山町/人口約 7000 人 
調査対象: 金山町環境整備課、金山町認定こ
ども園めごたま、NPO「かねやま新エネルギ
ー実践研究会」、ESD 関連の NGO 



※ 当初対象都市として計画していたゴット 
ランド市は、諸事情（予算、組織改正）によ
り、リンショーピン市に変更した。 
 
４．研究成果 
 
 まず、両国の現状について、分析の指標＜
5 つの視点の環境認識論的モデル＞を用いて
考察した。総括として、スウェーデンでは、
＜政策レベル＞において、特に、“モデル”
と“科学”に焦点を当てた、グローバルな ESD
活動が見られた。一方で、日本では＜教育レ
ベル＞において、特に、“実感”と“環境倫
理”に焦点の当てた、ローカルな ESD 活動が
見られた。また両国の＜民間レベル＞におい
て、“実践”に焦点を当てた参考となる事例
が見られた。また政策、教育、民間レベルを
統合すると、スウェーデンは、自治体、企業、
学校機関、NGO 団体の各機関によるより包括
的なアプローチにより、日本は、より分断的
なアプローチにより持続可能性（サステイナ
ビリティ）に関する地球環境問題に取り組ん
でいることが明らかであった。 
 具体的には、スウェーデンのウプサラ市に
おいては、＜政策レベル＞においては、近年、
2013年〜2023 年の 10年間という長期的視点
で 、 持 続 可 能 開 発 目 標 （ Sustainable 
Development Goal:SDG）に向けた 8項目をか
かげて、グローバルな視点からの「持続可能
性」の“モデル”を見据えた「トップ・ダウ
ン」のアプローチによる ESD 活動が展開され
ていて、＜教育レベル＞＜民間レベル＞にお
いても、ウプサラ大学の持続可能開発センタ
ー（CSD）のバルト海大学プログラム（BUP）
や、環境と開発に関する教育センター
（CEmus）、洪水対策を考える“RESOLVE 
INNOVATION COMPETITION”1)を事例として、
自治体、企業、学校機関、NGO 団体の各機関
の包括的なアプローチにより、グローバルな
カリキュラム・教材化そして教師養成に取り
組んでいる現状が見られた。リンショーピン
市では、＜政策レベル＞において、ウプサラ
市のような長期的視点での環境政策ではな
いが、短・中期的目標を持って、建築課と教
育課が連携してまちづくりに関する「ローカ
ル・プラン」を策定しており、＜教育レベル
＞＜民間レベル＞と連携して、スウェーデン
北部の企業である“BIO FUEL REGION”が主
導している“KNUT（知識・自然・発展・技術）
プロジェクト”2)を中心に、グローバルな視
点からの「持続可能性」の“モデル”“科学
“と”実践“に焦点を当てた「ボトム・アッ
プ」のアプローチによる ESD 活動が展開され
ていた。ウプサラ市と同様に、自治体、企業、
学校機関、NGO 団体の各機関の包括的なアプ
ローチにより、よりローカルなカリキュラ

ム・教材化そして教師養成に取り組んでいる
現状が見られた。 
 一方、日本の横浜市では、＜政策レベル＞
においては、長期的な視点で、「環境管理計
画」に基づき、「ゴミゼロ対策」や「横浜グ
リーン・バレー構想」3)といったローカルな
視点からの「持続可能性」の“モデル”に焦
点を当てた「トップ・ダウン」アプローチに
よる ESD 活動が展開されていた。また、＜教
育レベル＞＜民間レベル＞では、横浜市立大
学総合科学部(青正澄研究室)を中心に、 
国際アカデミックコンソーシアム 4）と題し、
産官学に向け、アジアを中心に大学連携を促
進し、国際協力機構（JICA）や地球環境戦略
研究機関（IGES）との連携により、グローバ
ルなESD活動が展開されていた。金山町では、
＜政策レベル＞で、ローカルで長期的な視点
を持つ「街並み作り景観 100 年運動」に基づ
き、「金山復興計画」や、＜教育レベル＞＜
民間レベル＞と連携して、金山町認定こども
園めごたまと自治体、“かねやま新エネルギ
ー実践研究会” 5)を中心に進めているまちづ
くりにより、ローカルな視点からの「持続可
能性」の“実感”、“モデル”、“集団倫理”“実
践”に焦点を当てた「ボトム・アップ」アプ
ローチによる ESD 活動が展開されていた。日
本の ESD カリキュラム・教材化と教師養成の
特徴としては、分断的なアプローチではある
が、ローカルな視点での＜民間レベル＞の
ESD 活動が活発であり、各機関の ESD 活動の
試みをつなぐ鍵のアクターとなることが示
唆された。また、国を超える共通点として、
ウプサラ市や横浜市といった大都市におい
ては、「トップ・ダウン」アプローチ、リン
ショーピン市や金山町（中都市・小都市）に
おいては、「ボトム・アップ」のアプローチ
による「持続可能性」に向けて参考となる環
境政策と環境教育の連携が見られた。つまり、
大都市よりも、＜教育レベル＞＜民間レベル
＞との連携が強く、より包括的なアプローチ
による、カリキュラム・教材化と教師養成に
取り組んでいる現状が見られた。特に、人的
環境と物的環境と統合する「持続可能性」の
まちづくりを考案する上で、参考になる事例
であった。＜政策レベル＞からの「持続可能
な社会」構築のモデル化は、分析結果から、
大都市では、「トップ・ダウン」、中都市・小
都市では「ボトム・アップ」アプローチの”
モデルがあることが、明らかとなった。＜教
育レベル＞、＜民間レベル＞からの「持続可
能な社会」を目指す「ESD のカリキュラム・
教材化および教員養成の開発」の課題は、特
に、ウプサラ市や横浜市といった大都市にお
いて、「トップ・ダウン」アプローチによる
「持続可能性」に関する環境政策が進んでい
たが、＜教育レベル＞、＜民間レベル＞との



連携が薄い為に、リンショーピン市や金山町
（中都市・小都市）のように、地域における
包括的なアプローチによる「ESD のカリキュ
ラム・教材化そして教師養成の開発」が遅れ
ている現状も示唆された。以上のことから、
「持続可能な社会」を目指す上で不可欠とな
る、環境政策と環境教育の連携のあり方とし
て、大都市では、＜教育レベル＞＜民間レベ
ル＞との連携による ESD 活動の「ボトム・ア
ップ」アプローチ、そして、中都市・小都市
では、＜政策レベル＞における「トップ・ダ
ウン」アプローチによる ESD 活動の奨励を提
案する。 
 
今後の課題 
 全体として、スウェーデンの ESD 活動が、
グローバルな課題に際立っているのに対し、
日本の ESD 活動は、ローカルな活動に際立っ
ている実情も見られた。こうした現在の分析
結果から、今後の両国の ESD の発展課題とし
て、スウェーデンにおいては、ローカルな ESD
活動における教育レベルのアプローチ、日本
においては、グローバルな ESD 活動における
政策レベルからのアプローチがある。よって、
今後国際共同研究を行うことは、両国の ESD
や地域専門センター（RCE）の活動の活性化
につながる。現に、昨年名古屋で開催された
持続可能な開発の為の 10 年（DESD）会議後、
各国では様々な場で、ESD の活動に拡がりが
見られているが、その活動を ESD の次の目標
であるグローバル・アクション・プログラム
（Global Action Program: GAP）として組
織化し、明示化していく課題が各国の緊急課
題としてある。DESD 後の日本ユネスコ国内委
員会による報告書によると、今後の課題とし
て、スウェーデンやドイツ等の ESD 先進国と
の連携を強化し、ユネスコ・スクール間での
交流の促進等を検討している。従って、これ
までの比較研究結果を発展させ、両国におい
て、グローバルな「持続可能性」に関する課
題とローカルな「持続可能性」に関する課題
を融合し、組織化するという課題がある。  
 その意味で、DESD の最終会議で提唱された、
今後の ESDの取り組みを具体化する GAPを各
国において、どのように構築していくか追跡
することは意義深く、より歴史や文化の投影
された内容が明示されることが予想される。
従って、今後の課題は、両国における「グロ
ーバルとローカルの持続可能性を融合する
グローバルアクションプログラム（GAP）の
開発」にある。 
 近年「持続可能性」に向けての国際的な動
向として、2000 年〜2015 年に向けての国連
ミレニアム目標の 8つに加えて、貧困や生態
系についての目標を強化した内容で、2015 年
9月に、国連持続可能な開発目標（SDG）にお

いて、17 項目が提示された。その中の 4項目
目に「教育」が提示されたことで、環境政策
における「教育」の役割が再認識されたと言
える。また、グローバル・アクション・プロ
グラム（GAP）」の内容は、１）政策支援、２）
教育に持続的なアプローチを導入、３）教員
やトレーナーの養成、４）若者の参加、５）
コミュニティ活動の奨励といった内容が盛
り込まれたことで「教育」のカリキュラム・
教材化と教師養成において、より「環境政策」
との連携必要性が盛り込まれた内容となっ
た。本研究では、「持続可能性」に関するス
ウェーデンと日本における国と地域の＜政
策レベル＞（１）と＜教育レベル＞（２）（３）
＜民間レベル＞（４）（５）の活動の特徴を
整理し、ESD のカリキュラム・教材化と教師
養成の統合モデルを提示した。本研究で行わ
れた調査と分析結果が、今後のSDGおよびGAP
に貢献することを期待する。 
１）このプロジェクトは、VINNOVA（スウェ
ーデンイノベーションシステム庁）から、支
援を受け、ウプサラ大学とスウェーデン農業
大学が主導で、ウプサラ市、水会社との産官
学連携のプロジェクトである。ウプサラ市の
“Storm—water (洪水)”問題に対処する為、
ウプサラ市、ウプサラの水に関する会社とワ
ークショップを開催し、問題点を取り上げた
上で、ウプサラ大学の地球科学部持続可能開
発センター（CSD）環境と開発に関するセン
ター（CEmus）の学生チームを中心に、どの
ような解決策が可能かを公募し、気候変動問
題に貢献する解決策を提案したチームを表
彰するというものである。このプロジェクト
は、2015 年 10 月、イタリアのサディニア島
の気候変動会議にてポスター発表を行った。 
2) このプロジェクトは、スウェーデンのエ
ネルギー省からの支援を受け、スウェーデン
北部（ウメオ市）の企業“BIO FUEL REGION”
が主導している、リンショーピン市、ヨンシ
ョーピン市との産官学連携のプロジェクト
である。KNUT（知識、自然科学、発展、技術）
プロジェトは、エネルギーと資源そして環境
問題に、子ども達の興味、知識、関心を促進
する目的の学校開発プロジェクトである。つ
まり、持続可能な開発（SD）の概念を基本と
した関連する分野における子ども達の活動
能力を促すものである。 
3 ）環境モデル都市の基幹プロジェクトの一
つであり、金沢区の臨海部で、市民と協働
しながら、「環境」を切り口とした産業の育成
と環境教育の充実に取り組み、温室効果ガ
スの削減と経済活性化を飛躍的に進める構
想。  
4)International Academic Consociam(IAC）：  
横浜市立大学は都市問題の解決を、学術的な
立場からサポートする為に、国際的なアカデ



ミックコンソーシアム(IACSC)を創設した。
主にアジアの都市と都市にある大学、世界銀
行 や JICAをはじめとした国際機関等と協働
し、都市の抱える課題「環境」「まちづく
り」「公衆衛生」などの解決に向け取り組
んでいる。タマサート大学（タイ）、マレー
シア科学大学（マレーシア）ベトナム国家大
学（ベトナム）、フィリピン大学（フィリピ
ン）と CITYNET(アジア太平洋都市間協力ネッ
トワーク)、横浜市、世界銀行、IGES、JICA
との連携をしている。 
5) 2003 年に NPO 法人として設立。子ども達
の未来の為に、化石燃料に頼らない地域循環
型社会を実現する事を基本理念に、ビジョン
づくり（バイオマス金山構想）やセミナー開
催、菜の花プロジェクト等に取り組んでいる。 
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